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はじめに
　現在，全国各地で鳥インフルエンザが流行し，防疫措置として数十万羽を
超える殺処分等の措置が進められているが
１）
，その殺処分によって損失を被っ
た畜産農家に対する補償の仕組みが，手当金制度と補償金制度として，家畜
伝染病予防法で規定されている。
　これらの制度の概要，趣旨・目的を明らかにしたうえで，手当金等の金額
について争いがある場合の司法上の救済方法について検討を加えていきた
い。
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1 　家畜伝染病予防法における手当金・補償金
（ 1 ）　と殺の義務
　家畜伝染病予防法に規定する家畜伝染病に罹患した家畜等（患畜及び擬似患
畜）の所有者は，家畜防疫員の指示に従って，直ちに当該家畜等を殺さなけ
ればならず（家畜伝染病予防法16条 1 項・以下「法」という。），家畜防疫員は，家
畜伝染病のまん延を防止するため緊急の必要があるときは，第 1 項の指示に
代えて，自らこれを殺すことができる（同条 3 項）。
（ 2 ）　患畜等の殺処分命令
　都道府県知事は，家畜伝染病のまん延を防止するため必要があるときは，
一定の家畜伝染病に感染した患畜等の所有者に対して，期限を定めて当該家
畜を殺すべき旨を命ずることができる（法17条 1 項）。患畜等の所有者又はそ
の所在が知れないため前項の命令をすることができない場合において，緊急
の必要があるときは，都道府県知事は，家畜防疫員に当該患畜等を殺させる
ことができる（同条 2 項）。
（ 3 ）　手当金・特別手当金
　法16条又は法17条の規定により殺された患畜もしくは疑似患畜にあって
は，患畜もしくは疑似患畜となる前における当該家畜の評価額の一部を手当
金及び特別手当金として，それぞれ交付する（法58条 1 ・ 2 項）。
　手当金と特別手当金を合算すると，患畜もしくは擬似患畜となる前の当該
家畜の評価額が全額交付されることになっている。
（ 4 ）　予防的殺処分命令
　農林水産大臣は，口蹄疫がまん延し，又はまん延するおそれがある場合に
おいて，患畜又は疑似患畜に対する措置により講じられる措置のみによって
はそのまん延の防止が困難であり，かつ，その急速かつ広範囲なまん延を防
止するため，口蹄疫の患畜及び疑似患畜以外の家畜であってもこれを殺すこ
とがやむを得ないと認めるときは，患畜等以外の家畜を殺す必要がある地域
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を指定地域として，また，当該指定地域において殺す必要がある家畜を指定
家畜として，それぞれ指定することができる（法17条の 2 第 1 項）。
　指定地域及び指定家畜の指定があったときは，当該指定地域を管轄する都
道府県知事は，当該指定地域内において指定家畜を所有する者に対し，期限
を定めて，当該指定家畜を殺すべき旨を命ずるものとする（同条 5 項）。前項
の規定による命令を受けた者がその命令に従わないとき，又は指定家畜の所
有者若しくはその所在が知れないために同項の規定による命令をすることが
できない場合において，緊急の必要があるときは，同項の都道府県知事は，
家畜防疫員に当該指定家畜を殺させることができる（同条 6 項）。
（ 5 ）　補償金
　国は，その所有する指定家畜を第17条の 2 第 5 項の規定による命令に従っ
て殺し，又は同条第 6 項の規定により殺されたため，損失を受けた者に対
し，その生産に要する費用その他の通常生ずべき損失として政令で定める損
失を補償しなければならない（法60条の 2 第 1 項）。
2 　と殺義務・殺処分と財産権の保障との関係
（ 1 ）　と殺義務及び殺処分と財産権の保障との関係
　患畜及び疑似患畜の所有者に対して，と殺義務を課し（法16条），あるいは
殺処分を命じること（法17条）は，家畜所有者の家畜という財産を剥奪また
はこれと同等の結果をもたらすことになる。これが財産権の保障（憲法29条
2 項）の観点から許容されることは，学説上異論はないようである。
　その理由については，「家畜伝染病にかかった家畜は，その体内に多量の
病原体を保有し，生存期間中にその病原体を周囲に拡散させること等によ
り，家畜伝染病のまん延の原因となる。よって，家畜伝染病が発生した場合
には，患畜等を殺すことによりその感染源を断ち，病原体の根絶を図ること
がまん延防止のため有効かつ効果的であり，治療法がない場合にはと殺又は
殺処分が唯一の効果的な措置となる
２）
。」と説明されている。
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　つまり，法16条・17条による規制は，公共の安全を脅かす危険性の高い財
産（患畜及び擬似患畜）に内在するものであって，警察目的による財産権の内
在的制約として許容されると理解されている。なお，損失補償が必要か否か
については，後述のように議論がありうる。
（ 2 ）　予防的殺処分と財産権の保障
　これに対して，予防的殺処分（法17条の 2 ）の対象となるのは，口蹄疫に罹
患している疑いやおそれがあるとはいえないいわば健全な家畜の殺処分を行
うものであり，そもそも財産権の保障（憲法29条 2 項）の観点から許容される
のかについて検討が必要となる。
　この点については，以下の理由で，規制目的の正当性と規制手段の正当
性・合理性を肯定できると解されている。
　まず，規制目的の正当性については，「一定範囲の地域全体が大量の口蹄
疫ウイルスに汚染されてしまった場合には，予防的殺処分により更なるまん
延を食い止め，より広範囲の地域全体の畜産業や経済が受ける損失を最小に
することが必要不可欠であることから，予防的殺処分の規制目的は，畜産政
策上のみならず地域政策上も正当性を有するといえる。」とし，次に，規制
手段についても，「予防的殺処分の対象を口蹄疫に限定していることに加え，
その具体的な措置内容は，①対象となる地域及び家畜は，農林水産大臣が指
定したものに限定していること，②当該指定は，極めて緊急性が高い場合
に，まん延防止のために必要な最小限度の範囲に限って実施することとして
いること，③国は，予防的殺処分によって損失を受けた者に対し，憲法29条
3 項の『正当な補償』として補償しなければならないこととしていること」
を挙げて，規制目的を達成するための手段としての必要性と合理性を有する
と理解されている
３）
。
　法17条の 2 による規制は，警察目的による規制ではあるものの，その対象
は，患畜及び擬似患畜のように公共の安全を脅かす危険性の高い財産ではな
2 ）　家畜伝染病予防法研究会編「逐条解説家畜伝染病予防法」147頁（大成出版社，2013）。
3 ）　家畜伝染病予防法研究会編「逐条解説家畜伝染病予防法」159頁（大成出版社，2013）。
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い。したがって，財産権に内在する制約であるとまではいえず，損失補償が
必要となる。
3 　手当金・特別手当金，補償金制度の趣旨・目的
（ 1 ）　手当金・特別手当金制度の趣旨・目的
　ア　前述のように，と殺義務（法16条）や殺処分命令（法17条）による規制
は，警察目的による財産権の内在的制約として許容されるものであり，憲法
29条の財産権の保障との関係でも，損失補償の必要はないと考えられる。
　しかし，これらの防疫措置によって生じる損失を，すべて家畜所有者の自
己責任として損失補償を認めないことになると，家畜所有者は畜産経営の継
続が困難となることを恐れるあまり，伝染病に罹患したことの届出（法13条
など）を怠るなど，早期発見とそれに伴う迅速な防疫措置の実施が困難とな
り，当該家畜所有者のみならず，結果的には周囲の畜産業者だけでなく日本
国全体の畜産業に対する重大な影響を及ぼすことにもなりかねない。そこ
で，畜産経営の継続を支援するための支援金として，家畜伝染病予防法の執
行に伴って損失を生じた所有者に対して，国が手当金・特別手当金を交付す
ることと理解されている
４）
。
　イ　手当金と特別手当金は，いずれも損失を生じた家畜所有者に対する支
援金であるが，手当金は，防疫措置の実施によって生じた損失（患畜等の価
値）に着目してその支援額を定めているが，特別手当金は，こうした損失の
大きさにかかわらず，立法政策上の配慮として，手当金との合算により，家
畜等の評価額全額に相当する額を支援して，畜産経営の継続を実現するため
に交付されるものであると理解されている
５）
。
　ウ　裁　判　例
　（ア）　札幌地判平成14年12月19日 （裁判所 HP） は，「憲法29条 3 項の規定に
4 ）　家畜伝染病予防法研究会編「逐条解説家畜伝染病予防法」366頁（大成出版社，2013）。
5 ）　家畜伝染病予防法研究会編「逐条解説家畜伝染病予防法」367〜368頁（大成出版社，2013）。
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よる損失補償は，適法な侵害に対して公平な負担の理念から損失を填補しよ
うとするものであるから，損失補償を要するのは，損失を受けた者がその損
失を負担することが公平に反する場合，すなわち，侵害が私有財産に内在す
る制約を超え，損失が特定の個人に対して特別の犠牲を強いる場合である。
　法律によって，財産権が規制を受けることとされている場合であっても，
規制を受ける財産権の側に規制を受ける原因が存する場合，すなわち，規制
を受ける私有財産に公共の秩序や安全を害する危険が存在する場合は，その
規制は当該財産の所有者が当然に受忍すべきものであり，損失の補償を要し
ないというべきである。なぜなら，当該法律が財産権を規制しているのは，
当該財産権に公共の秩序や安全を害する危険が存在することから，危険を放
置することを財産権の行使として許さず，危険を除去しようとするためであ
って，この制約は危険が存在する当該財産権が当然に受けるべき制約である
し，規制による損失は特別の犠牲を強いるものではないからである。
　予防法16条は，口蹄疫の患畜又は疑似患畜について，その所有者がと殺を
行わなければならない旨規定する。この規定は，口蹄疫が極めて強い伝染力
を有することから，口蹄疫の患畜・疑似患畜の所有者がそれを保有し続ける
ことが，他の家畜への口蹄疫の感染という公共の秩序や安全に対する危険を
もたらす蓋然性が高いことに鑑み，その危険を除去するために規定されたも
のと解するのが相当である。
　予防法23条 1 項が，家畜伝染病の病原体により汚染し，又は汚染したおそ
れがある物品につき，その所有者に埋却等の義務を課していることも，同様
の趣旨と解すべきである。
　このように，予防法16条に基づき，家畜の所有者が口蹄疫の患畜又は疑似
患畜のと殺を強いられ，同法23条 1 項に基づき，家畜伝染病の病原体に汚染
し又は汚染したおそれのある物品の埋却等を強いられることは，公共の安全
を脅かす危険性の高い財産に内在する制約であって，その損失は特別の犠牲
を強いるものではないから，憲法29条 3 項による補償の対象にはならないと
解すべきである。」として，警察目的による財産権の内在的制約であるとし
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たうえで，憲法上の損失補償ではないと判断している。
　（イ）　札幌高判昭和50年11月27日（刑事裁判月報11・12号900頁）では，馬の
伝染病のひとつである伝貧（馬伝染性貧血）と判定された馬の所有者は，「ま
ん延防止のため必要と認められる場合，公益上その馬を殺してでも被害が他
に及びことを防止する責務を負うべきものというべきである。従って同法17
条 1 項の殺処分命令の対象たる馬が真実伝貧の患畜であるかぎり，補償の有
無，程度にかかわらず，憲法29条 1 項， 3 項違反を論ずる余地はない」と判
示し，警察目的による財産権の内在的制約として許容されると理解してい
る。
（ 2 ）　補償金制度の趣旨・目的
　ア　前述のように，予防的殺処分（法17条の 2 ）は，財産権の内在的制約で
あるとまではいえないことから，国は，予防的殺処分によって損失を受けた
者に対して，通常生ずべき損失を補償するものとした（法60条の 2 ）。すなわ
ち，本法の補償金制度は，憲法29条 3 項の損失補償制度を具体化する規定と
理解されている。
　イ　これは，平成22年に宮崎県内で家畜の口蹄疫が発生し，そのまん延の
防止のためには，家畜伝染病予防法に基づく患畜・擬似患畜のと殺や殺処分
命令だけでは，十分ではなかったため，口蹄疫対策特別措置法が制定される
こととなった。すなわち，同特措法は，口蹄疫のまん延防止のために農林水
産大臣が指定する地域内で，都道府県知事が指定する患畜・擬似患畜以外の
家畜（つまり伝染病に罹患していない健康な家畜）の所有者に対しても，当該家畜
の殺処分を命じること（予防的殺処分）ができ，その所有者に対して損失補償
を認めるものであった。なお，口蹄疫対策特別措置法は，平成24年 3 月31日
までの時限立法であり，同特措法によって認められていた予防的殺処分およ
び損失補償請求については，平成23年に改正された家畜伝染病予防法17条の
2 ，60条の 2 で，それぞれ規定されることになった。
　この損失補償は，予防的殺処分によって通常生ずべき損失を補償すること
を規定している。これは，畜産業者の支援という立法政策的な見地から認め
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られた手当金・特別手当金とは，その法的性質を異にしていると理解するの
が一般的である。
　ウ　裁　判　例
　口蹄疫特別措置法上の損失補償請求が問題となった宮崎地判平成26年 4 月
23日（判自394号55頁）は，口蹄疫特別措置法は，「憲法29条 3 項の趣旨に照ら
し，家畜が殺処分を受けたことによって損失を受けた者が，当該家畜の客観
的評価額に相当する損失補てんを受けることができるという権利を有するこ
とを確認」したものであると判断している。
（ 3 ）　警察行政法における損失補償の考え方
　ア　一般的に，警察行政法では，適法な警察作用に基づく損失について
は，損失補償請求権が成立しないと理解している。すなわち，「警察作用が，
消極的に社会の秩序の維持を目的とし，その目的に必要な限度において，障
害または危険の原因をなした者に対して行われる限り，それによる損失は
『特別の犠牲』に当たらないのであって，それはその者の当然負担すべき損
失であり，補償を与える必要はない。これを損失を受けた側からみれば，社
会の秩序に障害または危険を与える者は，その者が有する権利の範囲を逸脱
し，権利の内容に含まれない行動をしているのであって，このような行動に
対して禁止制限などの警察作用がなされた場合，その者は自己の権利の本来
の範囲内に立ち戻ることになり，既存の権利の内容に新たな侵害を課せられ
ることにはならない，したがって警察作用に基づいて生ずる損失があって
も，それは本来有すべき利益の損失ではないから，その填補を請求できない
のは当然である」と説明される
６）
。
　これは，その支配領域にある「物」の状態により，警察障害または危険を
惹起した者は，警察の措置を補償なしに受忍しなければならないことであ
り，危険防止のための財政的負担については，原則として警察障害または危
6 ）　宮田三郎「警察法」125頁（信山社，2002）。阿部泰隆「国家補償法」270頁（有斐閣・1988）。
秋山義明「国家補償法」167頁（ぎょうせい・昭和60年）。田中二郎「損害賠償及び損失補償」
231〜232頁（酒井書店・1968）など。
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険を惹起した者（惹起しうる物の所有者）が負うことを意味している。
　イ　もっとも，「特別の犠牲」に当たらず，憲法上の損失補償請求権が成
立しない場合であっても，立法者の裁量（立法政策）によって，警察障害を
発生させた者に対して損失補償請求権を認めることがある。
　この例として，汚染建物の処分権限を都道府県知事に与え，除却等の処分
によって損失を受けた所有者に手当金を交付することを定めた伝染病予防法
19条の 2 が挙げられている。これは伝染病毒に汚染したこと自体は所有者の
責任ではないにしても，すでに汚染した建物の処分を警察目的のために受忍
することは，所有者としての社会的責任に属するとして，内在的制約であっ
て，憲法上の補償は必要ないが，一定の立法政策的配慮により定めたものと
考えられて
７）８）
いる。これと同じ議論が家畜伝染病予防法の手当金・特別手当金
についても妥当すると考えられている
９）
。
　これに対して，患畜又は擬似患畜以外の家畜の所有者は，上記のような受
忍を負ういわれはないから，殺処分のような財産権の剥奪行為は，「特別の
犠牲」に当たり，憲法上の損失補償請求権が成立することになる。
7 ）　西埜章「損失補償の要否と内容」46〜50頁（一粒社・1991）。
8 ）　なお，伝染病予防法19条の 2 の手当金の法的性質について，憲法上の損失補償と理解する
学説も少数ながら存在する。田中二郎「紹介・今村成和・国家補償法，雄川一郎・行政訴訟
法」国家学会雑誌72巻11号1022〜1023頁（1958年）。高辻正己「財産権についての一考察」自
治研究38巻 4 号11頁（昭和37年）。なお，高原賢治「『正当な補償』の意味」ジュリスト300号
34頁（有斐閣・1964）は，田中説と今村説を紹介しつつ，「無価値な財産の除去は，常に無補
償でよいということは必ずしも正当ではないのではないか」と述べ，警察違反の状態の発生に
よって無価値となった財産の除去も，それが生存権に深刻に影響するものである場合には補償
が必要である旨述べている。
9 ）　秋山義昭「国家補償法」167頁（ぎょうせい，昭和60年）では，「伝染病にかかった家畜の
と殺（家畜伝染病予防法16条，17条）等のように，警察違反の状態を除去するための処分につ
いて，損失補償の定めが置かれたものがある。しかし，何人もその所有する財産を保安上・衛
生上危険な状態に放置することは許されず，警察違反の状態を除去すべきことは，財産権に課
せられた内在的制約によるものと認められるから，これらの補償は一種の『災害補償』とし
て，憲法上の保障の範囲外において立法政策的に認められるものと解すべきである。」として
いる。西村宏一・幾代通・園部逸夫「国家補償法体系 4 ・損出補償の課題」14頁（日本評論
社・1987）も同様の結論である。
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4 　手当金・補償金の交付手続き
（ 1 ）　手当金・特別手当金の交付手続
　ア　手当金・特別手当金は，それぞれ国が交付する（法58条 1 ・ 2 項）。交
付にあたって，農林水産大臣は，と殺又は殺処分の対象となった患畜・擬似
患畜等の評価額を決定するが，その評価額の決定には，関係都道府県知事の
意見を聴かなければならず（同条 4 項），都道府県知事が，農林水産大臣にそ
の意見を具申するには，農林水産省令の定めるところにより，あらかじめ選
定した 3 人以上の評価人の意見を聴かなければならない（同条 5 項）。
　イ　手当金・特別手当金の交付手続きについては，別にへい殺畜等手当金
交付規程（昭和32年 2 月11日農林省告示第119号）で定めている。へい殺畜（家畜
伝染病予防法第58条第 1 項各号に掲げる動物等をいう）の所有者は，手当金の交付
を受けようとするときは，別記様式第 1 号による申請書を，都道府県知事を
経由して農林水産大臣に提出する（同規程 3 条）。都道府県知事は，手当金交
付申請書を農林水産大臣に進達する場合には，当該申請にかかるへい殺畜等
の評価額に関する意見具申書を当該申請書に添付する（同規程 4 条）。
　ウ　家畜の所有者等が家畜の伝染病疾病を予防し，又はまん延を防止する
ための措置を適切に講じていない場合には，自ら所有する家畜に伝染病がま
ん延し，その結果自らの経営が困難となる事態を招く場合があるが，このよ
うな事態を招いた家畜所有者らに対して，畜産経営の継続を支援するための
手当金・特別手当金を交付することは，限られた予算の効率的利用の観点か
らは適当ではない。そのため，家畜の伝染病の発生を予防し，又はまん延を
防止するために必要な措置を講じなかった者その他農林水産省令で定めるも
のに対しては，交付すべき手当金・特別手当金の全部又は一部を交付せず，
又は交付した手当金・特別手当金の全部又は一部を返還させることとしてい
る（法58条 2 項）。
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（ 2 ）　補償金の支払手続
　ア　国は，予防的殺処分によって損失を受けた者に対し，通常生ずべき損
失として政令で定める損失を補償しなければならない（法60条 2 項第 1 項）。
　イ　家畜伝染病予防法施行令は，指定家畜の評価額の算定については，農
林水産大臣は，評価額を定めるには，関係都道府県知事の意見を聴かなけれ
ばならず（施行令10条 2 項），都道府県知事は，この意見具申をするには予め
選定した 3 人以上の評価人の意見を聴かなければならない（施行令10条 3 項）。
補償金の支払を受けるべきものが受領を拒み，又は受領することができない
場合，過失なくして当該補償金の支払を受けるべき者を確知することができ
ない場合には，国は供託をすることができる（施行令 5 項）。
5 　救済方法について
（ 1 ）　法的救済が必要となる場合について
　手当金・特別手当金・損失補償金の交付に関する紛争として考えられるの
は，交付された手当金等の金額が低いとして不服がある場合が中心になると
おもわれるが，その理由としては，法令が定める評価額そのものに不服があ
る場合のほか，法58条 2 項に基づいて不交付又は返還を請求された場合が考
えられる。それ以外にも，患畜又は擬似患畜でもないのに殺処分命令がなさ
れたような場合もある。
（ 2 ）　手当金・特別手当金について
　ア　平成22年以降の高病原性鳥インフルエンザの発生が確認された24事例
のうち， 4 事例については，特別手当金が 2 〜10割減額する扱いがなされて
いる
10）
。
　まず，特別交付金を交付しないとされた事例（10割減額）としては，当該
農場が飼養鶏の死亡羽数が急激に増加していたにもかかわらず自ら通報せ
10）　農林水産省「家畜伝染病予防法に基づく手当金の減額事例について」。http://www.maff.
go.jp/j/syouan/douei/eisei/e_koutei/kaisei_kadenhou/allow_ance.html
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ず，翌日鶏群を食鳥処理場へ出荷した事例と，飼養鶏の死亡羽数が増加をし
ていたにもかかわらず，その確認した同日及び翌日に飼養鶏を食鳥処理場へ
出荷した事例の 2 例が挙げられる。いずれも周囲の農場に感染を拡大させる
おそれのある非常に重大な事態であると判断されたものである。なお，後者
の事例では，飼養衛生管理面でも，未消毒の河川の水を鶏の飲用に供してい
たことや防鳥ネットや鶏舎の壁に破損があったことなど管理水準が標準より
劣っていることも理由とされている。
　これに対して，一部減額となった事例としては，当該農場が車両用の消毒
設備を備えていなかったこと，防鳥ネット等の野鳥の鶏舎侵入防止対策が図
られていなかったこと，未消毒の河川の水を鶏の飲用水に供していたことな
ど，飼養衛生管理面で不備があったと判断されて特別手当金を 4 割減額した
事例が挙げられる。また，通報の前日に獣医師の検査を受けて高病原性鳥イ
ンフルエンザであること否定されたため，その翌日に通報をした事例につい
ては，通報の 2 日前に死亡羽数が大幅に増加しており，この時点で家畜保健
衛生所に通報すべきであったとされて，特別手当金の 2 割減額された事例が
ある（このような通報の遅れは，本病のまん延の原因となって継続発生を引き起こしか
ねない事態であったと判断された）。
　イ　手当金が交付されなかった場合（あるいは返還請求がなされた場合）に，
その判断の処分性を認めて取消訴訟（抗告訴訟）の対象とすることはできる
か。
　この点についての判例は見当たらないが，へい殺畜の所有者が農林水産大
臣に申請書を提出する（へい殺畜等手当金交付規程 3 条）ことから，申請に対す
る処分と理解することも考えられるが，家畜伝染病予防法には，その点につ
いて不服申立に関する規定はなく，また行政手続法の適用についてもなんら
の規定もないこと，また手当金・特別手当金は，法令が定める一定の要件を
具備すれば当然に発生する請求権（立法政策的な権利）であると考えられるか
ら，公法上の当事者訴訟を提起すればよく，あえて処分性を認める必要性は
ないと思われる。
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　ウ　手当金が交付されなかった場合や返還請求がなされた場合には，実質
的当事者訴訟（行政事件訴訟法 4 条後段）の提起によって救済を図ることにな
る。手当金の交付がないときには，手当金の支払請求を求める給付訴訟とし
ての当事者訴訟を提起し，返還請求がなされたときには返還義務の不存在確
認の当事者訴訟を提起することになる
11）
。
　エ　また，患畜又は擬似患畜に該当しないにもかかわらず，該当すると誤
った判断がなされて殺処分がなされたような場合も考えられるが，これは，
手当金の問題というよりも，損失補償請求の問題といえる。
　この点については，前述した札幌高判昭和50年11月27日（刑事裁判月報11・
12号900頁）では，「伝貧にかかっていない馬が伝貧の患畜と認定された殺処
分命令のもとに殺されるという例外的な場合についてまで，なお同法が正当
な損失補償を否定する趣旨とは解されない。伝貧の患畜でないのに伝貧の患
畜と判定され命令により処分された馬の所有者は，その損失を具体的に主
張・立証して，別途，直接憲法29条 3 項を根拠にして補償請求をする余地が
ないわけではない。」と判示している。
（ 2 ）　損失補償請求について
　ア　予防的殺処分による損失補償の評価額に不服のある場合や前述したよ
うに患畜又は擬似患畜に該当しないにもかかわらず，該当すると誤った判断
がなされて殺処分がなされたような場合については，損失補償請求をするこ
とになる。この場合も，給付訴訟としての当事者訴訟（行政事件訴訟法 4 条後
段）を提起することになる。宮崎地判平成26年 4 月23日（判自394号55頁）で
は，原告の損失補償請求の当否の判断にあたって，補償対象となる家畜の評
価額について争われたが，口蹄疫対策特別措置法 6 条 9 項に基づいて県知事
が決定した種雄牛の殺処分による当該家畜の評価額は相当であると判断し
て，原告の請求する損失補償請求は認められないとされた。なお，これらの
実質的当事者訴訟における請求の趣旨，請求の原因などについては，改めて
詳細に検討する予定である。
11）　実務公法学会編「実務　行政訴訟法講義」671頁（民事法研究会・平成19年）。
234　　創価ロージャーナル第10号
　イ　口蹄疫対策特別措置法 6 条 9 項に基づく損失補てん金交付決定が取消
訴訟の対象となる行政処分に該当するかが問題となった宮崎地判平成26年 4
月23日（判自394号55頁）では，「法は，憲法29条 3 項の趣旨に照らし，家畜が
殺処分を受けたことによって損失を受けた所有者が，当該家畜の客観的評価
額に相当する損失補てんを受けることができるという権利を有することを確
認する一方で，口蹄疫のまん延を防止するため，迅速に予防的殺処分を実施
しつつ，当該家畜の所有者に迅速に損失の補てんを受けさせるという手続的
な要請に基づき，都道府県知事による当該家畜の評価額の決定や補てん金の
交付手続といった事実行為を規定したものと解される。そうすると，これら
の事実行為は，当該家畜の所有者において都道府県知事の決定した当該家畜
の評価額に不服のある場合に，別途損失補償を求める当事者訴訟を提起し
て，その評価額を争うことを妨げるものではないと解するのが相当である。」
として，「本件交付決定は，行政事件訴訟法 3 条 2 項にいう取消訴訟の対象
となる行政処分には当たらない」と判断している。
 以　上
